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我が国の国際産業競争力を支える人材の育成





2002 年には 27 位に低下し、その
後 2006 年に一時的に 16 位まで上
がったが、2007 年には再び 24 位
に低下した。また、日本経済研究
センターによれば、経済の潜在競
争 力 に お い て も、2006 年 12 位、


















































































注1：IMD：International Institute for Management Development（国際経営開発研究所）
















































































































































































































































　し か し、2000 年 4 月 か ら 2008
年 4 月の間に鉄鉱石や石炭価格は









































































注3：OJT：On the Job Training　企業内で、上司や先輩が部下や後輩に対して、具体的な仕事を通じて、仕事に必
要な知識・技術・技能・態度などを指導し修得させること
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たった。安政 4 年 12 月 1 日（1858
年 1 月）の南部藩士大島高任による
“日本式高炉”を用いた初の連続出






























































































































































































































































































図表 7　（社）日本鉄鋼協会における人材育成事業（2007 年度）㪈䋩㋕㍑Ꮏቇ䉶䊚䊅䊷䋨⬿₺䉶䊚䊅䊷䋩㪉䋩㋕㍑Ꮏቇ䉶䊚䊅䊷ኾ⑼㪊䋩㋕㍑Ꮏቇ䉝䊄䊋䊮䉴䊃䉶䊚䊅䊷ኻ⽎ 䋺㋕㍑Ꮏቇ䉶䊚䊅䊷ୃੌ⠪ⷙᮨ 䊶ౝኈ 䋺ฦኾ⑼ 㪈㪇 ᢙฬ⒟ᐲ䇯․ቯಽ㊁䈮․ൻ䈚䈩ኾ㐷ኅ䈏ᢎ᝼䋨㪟㪈㪐 ታᣉ䊁䊷䊙 䋺㍌ㅧ⚵❱೙ᓮ䇮㜞᷷ᄌᒻ 䊶ടᎿ䇮ṁ㋕ 䊶 䉴䊤䉫䈱Ⲣ૕‛ᕈ䇮⭯᧼䊒䊧䉴ᚑᒻ䋩ኻ⽎ 䋺ਛၷ␠ຬ䋨ដ㐳䉪䊤䉴䋩ⷙᮨ 䊶ౝኈ 䋺⵾㌉䇮⵾㍑䇮᧚ᢱ 䊶࿶ᑧ䈱 㪊 䉮䊷䉴䇮ฦᢙฬ䈎䉌 㪈㪇 ฬ⒟ᐲ䇯䇭䇭 䊂䉞䉴䉦䉾䉲䊢䊮ਛᔃ䈮዁᧪䈱ਛᩭੱ᧚䉕⢒ᚑ䋨㪟㪉㪇 ታ❣䋺 㪈㪇 ᦬ 㪉㪊䌾㪉㪌 ᣣ䇮䈎䈭䈏䉒䉰䉟䉣䊮䉴䊌䊷䉪䇮⵾㌉ 㪏䇮⵾㍑ 㪈㪈䇮᧚ᢱ 㪈㪌 ฬ䇯ၮ⺞⻠Ṷ 䋺᧲ർᄢ⚻ᷣቇㇱ䇭Ꮉ┵ᢎ᝼䇸᧲䉝䉳䉝㋕㍑ᬺ䈱ᣂዪ㕙䇹䋩
ኻ⽎ 䋺౉␠ᢙᐕ⒟ᐲ䈱䉣䊮䉳䊆䉝䇮⎇ⓥຬⷙᮨ 䊶ౝኈ 䋺 㪈㪌㪇 ฬ⒟ᐲ䇮㪈 ㅳ㑆ᴱ䉍䈏䈔䇯⵾㌉䇮⵾㍑䇮᧚ᢱ 䊶࿶ᑧ䈱 㪊 䉮䊷䉴
科学技術動向研究センターにて作成
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